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１．はじめに－廃棄物処理の有料化
長岡市では、平成16年10月を期して一般廃棄物処理
の有料化に踏み切った。その理由としては、
①ごみ減量・リサイクルの推進
②市民の費用負担の公平化を図る
③ごみについて考え、今の生活様式を見つめ直す契
機とする
ことが上げられている＊１。すなわち、廃棄物処理を
有料化することによって
①新たな財源の確保による財政上の負担軽減
②家庭の廃棄物排出量を減少させる需要管理政策
の２つを同時に意図しているように解することができ
る。はたしてこのような意図が達成されるのであろう
か。本稿では地方公共団体による廃棄物処理の実態、
とりわけさまざまなゴミ減量化への取り組みを見るこ
とによって、循環型社会、あるいは持続できる社会、
地球システムを形成するには地域レベルでどのように
することが望ましいかの考察を行うものである。
２．廃棄物処理有料化の制度的側面
一般廃棄物の処理、つまり家庭から排出されるゴミ
の処分は、法律（廃棄物処理法）によって市町村の責
務とされている。かつてわが国では、ゴミは自分で処
理することが原則であった。各地の遺跡を発掘すると、
さまざまなゴミが住居地近辺に埋められているのが発
見できる。しかし江戸時代になると、都市化の進展に
よりある程度遠隔地にゴミを捨てなければならなくな
った。江戸や大阪では、化政年間（18世紀）に町内の
自治的組織により「ゴミの収集・投棄」が業として行
われていることを確認できる。当然これは有料であっ
た。ただし当時は、し尿はもとよりかまどの灰まで商
品として取引されていた時代であり、本当の廃棄物は
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陶磁器のかけらが中心で、埋め立てねばならぬゴミは
現在に比べ極めて少なかったようである。
欧米では都市部においてのみゴミ収集が行われた。
英国の植民地であったインドやマレーでは、都市自治
体はまず清掃組合として発足している。独立前のマレ
ーでは1950年ころまで「 sanitation  board」の名が都
市自治体の名称として一部に残っていたことが確認で
きている＊２。 board の料金、つまりゴミ処理手数料は
従量ではなく人頭制、あるいは家屋店舗の面積比例で
あった。現在でも欧米、あるいは香港シンガポールで
は手数料は従量制ではなく人頭制である。一般的に言
えば、下のように廃棄物処理に課徴金をとる例の方が
むしろ多い。
現在のわが国では、一般廃棄物の処理を行うことに
なっている市町村3,246のうちゴミ処理を何らかの形で
有料化しているのは2,862におよぶ＊３。すでに85％以上
の市町村で有料化が導入されているのであり、この意
味では長岡市のゴミ処理有料化は遅いほうであったと
見ることが出来る。
しかし、ゴミ処理有料化にはさまざまな形態がある。
①指定袋の利用を義務付けるもの
②有料のラベル・シール等の貼付を義務付けるもの
③住民税に上乗せする形で直接徴収するもの（わが
国では滝川市などの例があったが、現在この形は
ほとんど例がないと思われる）
という方法論の問題と、
①粗大ゴミ（おおむね30㎝の立方体以上とする例が
多い）
②可燃ごみ、不燃ごみ、資源ごみなどの全部、また
はいずれか
③小規模事業所の事業系ごみ
のいずれであるかという対象の問題とによって分か
れている。上の「有料化」はそのどれかについて有料
化しているというだけであり、一般ゴミを従量制で課
金している例はまだそれほど多くない。新潟県内では
新発田、十日町、栃尾、両津、白根の各市などで、い
ずれも指定袋による課金制度がとられている。ただし
各市のゴミ処理に関する手数料収入は、最大でも新津
市の約２億円となっている。この手数料収入はいずれ
も粗大ゴミや事業系ゴミも含めてのものである。
３．ゴミ処理有料化とゴミ減量化
では、ゴミ処理の有料化はゴミの減量化に役立つの
だろうか。ドラスティックな例としては、日野市のよ
うに有料化により56％減量したという所もある。各地
の自治体に対して行ったアンケートでは、平均して有
料化によって約10％程度の減量化に成功したという結
論になっている。ただし個別には、下の表のように有
料化しても減量につながらなかった例がいくつかある。
アンケートの結果でも減少しなかった、ほとんど減少
しなかったと回答する自治体が全体の40％に及んでいる。
さらに、全国自治体の処理料金と排出量などを回帰
分析し、有料化が減量化に対する一応の有効性は認定
した分析結果がある＊４。これによると、ごみ収集袋の
価格が１％上がるとゴミは0.082％減少するという結論
が得られている。無料の地区の収集袋価格は５円と想
定しているので、これを10円とするとゴミは8.2％減少
することが期待できるわけである。
一般に大都市ほど一人当たりのゴミ排出量は多いと
地域名� 有料化前� 有料化後� 備考�人口�
和歌山県田辺町�
和歌山県白浜町�
佐賀県鳥栖市�
沖縄県浦添市�
岐阜県大垣市�
大阪府河内長野市�
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されている。大都市の方が所得水準＝消費水準が高く、
従ってゴミ排出量が多いこと、また大都市は人口過密
であり、自家内で生ゴミ処理する等の減量化が難しい
ことなどがその理由として考えられる。東京近郊の某
市で行った調査では、マンション・集合住宅の多い地
区は一戸建ての多い地区に比べ、世帯あたりのゴミ回
収量が10％以上多い（ただし植栽ごみを除く）という
結果が出ている。
ところが、東京都23区を含む政令指定都市の中で一
般ゴミの処理を従量制有料化している例はほとんどな
い。ゴミ戦争とまで表現された東京都、非常事態宣言
を行った名古屋市でも有料化していない。その理由は
何であろうか。
第一は、政令指定都市はすべて海に面しており、海
面を埋め立てることで最終処分場を確保することが出
来るため、「処分場がない」というプレッシャーから
はやや遠かったと考えられることである。後述するよ
うに名古屋市では予定していた蔵潟の埋め立てが出来
なくなることによって非常事態宣言を発することにな
ったが、それ以前はむしろ処分場には余裕があると思
われていた。
第二は、大都市の多くは高性能焼却炉（還元炉）を
導入しており、場合によっては燃料となるゴミが不足
して十分な性能を発揮できない状況もあることによ
る。通常のストーカー炉は灰となって残る割合が重量
比で10％程度であるが、還元炉は５％以下になる。さ
らに灰の密度も高く、セメント原料に混ぜたり道路舗
装用の基盤材に混ぜたりすることもでき、処分場への
負荷は大きく減っている。従って「大きな声ではいえ
ないが、あまり減ると困ることもある」（某政令指定
都市担当者談）のである。
第三は「有料化」による収入と、そのためのコスト
が必ずしも引き合うと考えられていないことである。
従量制有料化は45褄の袋に10円程度の価格を設定する
のが平均的である。ただし袋のコスト、販売手数料等
を考えれば自治体の手元に入るのは半分以下である。
これに対しゴミ処理コストは炉などの設備償却費を除
いて通常㎏あたり数十円とされており、45褄のゴミは
10㎏程度であると考えると、到底割りのあう価格設定
ではない。そうかといって処理コストをカバーできる
ほどの料金設定、例えば45褄の袋１枚1,000円程度にし
たのでは、住民が納得する可能性は極めて少ない。わ
が国でゴミ処理代金に対する可能支出額（willingness
to pay）調査例はあまり公開されていないようである
が、東京都日野市などを中心に行ったアンケートでは
一人一月あたり500円未満が妥当とするもの35％、500
円以上千円未満とするもの23％という結果が出てい
る＊５。通常可能支出額として回答しても実際にそれだ
け払ってもらえるのは少ないこと、所得水準の差など
を勘案しても、45褄袋100円程度の価格設定が限界で
あろう。
４．最終処分場の問題
すでに述べたように、一般廃棄物処理を行っている
市町村の最大のボトルネックは処分場の確保である。
個々の最終処分場がどれだけの残容量を持っているか
は明らかでないが、平成13年度末の全国値としては約
１億５千万立米、12.5年分と発表されている。残容量
はここ３年間継続して減りつつあるが、埋め立て処分
量も減っているので残年数としては増え続けている。
廃棄物処理は各団体の域内で完結することが原則と
なっているが、大都市圏ではこれはかなり難しい。政
令指定都市級の規模があれば域内に処分場を持つこと
は、特に政令市のすべてが海岸を持つことを考えれば
それほど困難ではない（名古屋市を除く）。問題は大
都市近郊のいわゆるベッドタウンといわれる都市で、
面積に余裕がなく、かつ急速に人口が増加しているの
で中間処理も最終処分も十分に出来ない場合がすくな
くない。複数の市町村で事務組合を作り対処する方策
もあるが、最終処分場がある市町村の理解を得ること
が次第に難しくなってきている。現状では県をまたが
る事務組合の例はないが、県内で処分できずに県外に
搬出している例も多い。千葉県や埼玉県では総処分の
数十％が県外で行われている。新潟県でも年間数万ト
ンの県外処分を行っている。これは望ましいことでは
ないので、環境省は極力県内で完結するように指導し
ているが、現実には年間５千万トンの処理量の１％が
県外で処分されている。
財政面だけを考えれば、最善の方策は欧米諸国のよ
うに焼却処理をせず、そのまま放置することであろう。
ごみ処理費用のうち減価償却分を含めると焼却にかか
るコストが半分近くに達しており、処分場の制約さえ
なければ「燃やさない」ことによって住民の負担は一
挙に半分になる。処理施設の設置には国の補助金が導
入されており、予算規模として半分になるわけではな
いが、国民全体として見れば同じである。
しかし、無尽蔵に処分場を使うことは、わが国のほ
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とんどの地域では不可能である。用地取得費用の問題
もあるし、周辺居住住民からの抵抗も大きい。典型的
な例を東京都日ノ出町処分場に見ることができよう。
従って多額の費用をかけ、焼却して容積を減らし、埋
め立てている。一般的に「燃えるごみ」を焼却すると、
容積は５分の１～20分の１になるため、大幅な処分場
の存命になる。
５．再資源化によるゴミの減量
ごみ減量化（正確にいうと減容化）に寄与する政策
手段は、ほかにもある。それはリサイクル（再資源化）
の実施である。厳密にいうとリサイクルは一回素材に
戻してやる形の循環であり、そのままの形で再利用す
るリユースとは異なる。しかし現在行政が関与してい
るのは、すべてリサイクルである。古紙（新聞雑誌と
牛乳パックの２種類）、金属類（缶など）、ガラス瓶、
プラスチック類などが、いわゆる資源ごみとして自治
体の廃棄物回収ルートにのっている。
これらのうち古紙と金属類はいわゆる仕切屋で商品
として買い取られるので、分別回収すればそれ以上の
処理処分は必要なくなる。すなわち「排出量」からリ
サイクルされた分だけ処分量が減るので、最も安直な
減量法になる。それならば当初から廃品回収業者にま
かせておけばよいという考え方もあるが、古紙や金属
くず等の価格が下がっており、各家庭を訪問して回収
したのでは採算がとれない状況であるので、ダンボー
ルの多数出る問屋街など特殊な地域を除けば業として
の回収はなされていない。
これに対しガラス、ＰＥＴボトル、容器包装類は容リ
法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に
関する法律）の規定によって製造業者に再資源化が義
務付けられている。現実には製造業者（または販売業
者）が再資源化のコストを負担する形になっており、
自治体が集めた「資源ごみ」を委託された業者が引き
取り、再資源化している。
これまでも自治体の「資源ごみ」回収とは別に、流
通業者（スーパーやコンビニなど）が牛乳パック、プ
ラスチック（発泡ポリスチロール）トレー、ＰＥＴボト
ルなどを拠点回収している。法律施行前は流通業者が
イメージアップのため多少の持ち出しで回収していた
が、現在では自治体が資源化（あるいは減量化）協力
店制度をつくり、多少の助成をしているところもある
という。こうした協力店が回収した資源ごみのうち、
ＰＥＴは容リ法のルートで回収されるところが多いが、
トレーと紙パックは有償で引き取られる例が多いという。
容器包装のうち「その他プラスチック類」は、さま
ざまな素材、例えば再資源化しにくい塩化ビニルなど
が混入している可能性があるため最も再資源化が遅れ
ていた。しかし技術的にある程度めどがつき、1999年
ころから本格的に容リ法のルートにより再資源化が始
まっている。
まず、プラスチック類で商品の容器を作成し包装す
るものは、１㎏あたり百円前後と想定される負担金を
容器包装リサイクル協会に支払う。協会は各自治体が
収集し分別したプラスチック類について処理業者に入
札にかけ、落札した業者は自治体の集積所から引き取
って再資源化する。そして協会から再資源化費用を受
け取るというものである。
「その他プラスチック」の再資源化であるが、多く
は製鉄業者がコークス代用の還元剤として高炉に吹き
込んでいる。従って処理料を受け取り、原料費を削減
できるという二重取りになるようだが、実際には輸送
コストや塩ビの除去、再分別等の作業が必要であり、
ネットの処理コストはトンあたり数万円というところ
だという。日本鋼管扇島・福山などの製鉄所が受け皿
になっている。次に多いのは油化であり、コークスを
作る過程で油も取れる形と、油のみを取るものとがあ
る。前者は新日鉄君津、後者は札幌市（東芝と市の合
弁）新潟市（歴世礦油）などの施設がある。第三はマ
テリアルリサイクルと呼ばれるものであり、プラスチ
ックをそのまま次の製品の材料として使おうとするも
のである。なお、ケミカルリサイクルと呼ばれる、プ
ラスチックを分子構造まで戻し、再度プラスチックに
する形のものも考えられる。ＰＥＴについては行われて
いるが、その他プラスチックについては実証例がない。
理想的にはマテリアルリサイクルが最も望ましい。
ＣＯ２などの環境負荷も、リサイクルのためのエネルギ
ーも最も少なくてすむ。しかし現実には、プラスチッ
クを素材別に分別しなければならず、これは今のとこ
ろ自動化できていないため人手に頼らざるを得ない。
このため中国へ輸出し、そこで分別して資源として用
いるという方法が多くとられている。分別されたプラ
スチックはビデオカセットのケースなどに用いられて
いるという。しかし分別できないもの、汚れの著しい
ものは再利用できず、再度ゴミとなる。ものによって
は利用率（再生率）が10％くらいしかないと伝えられ
ている。協会はマテリアルリサイクルの場合は利用率
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30％程度でも許容するという方針であるようだが、現
実はかなり厳しいもののようである。中国政府はこう
したプラスチックのリサイクル産業が廃棄物処理とす
れすれの所にあり、廃棄物の国外取引を禁止している
バーゼル条約との関連もあって廃プラの輸入に厳しい
目を向けつつある。
容器包装を中心とするプラスチックは、一般廃棄物
の中で重量比23％、容積比で56％になっており、これ
をリサイクルすることで処分必要量の中からはずせれ
ば一挙に減量化が可能になる。ただしこれには分離収
集した後、再製品化のルートが確立していることが条
件である。これまでプラスチックの再資源化が軌道に
のらず、分別回収はしたものの引き取り手がなくて集
積所に置かれたままという状況も一部にあったが、次
第に解消され、循環しつつある。ただし現状では再生
製品の販路が充分確保されているとは言えない状況に
ある。ＰＥＴボトルについて言えば、ボトルを細かい破
片（フレーク）にして再度繊維化し作業衣などに供さ
れているが、価格面と需要面で問題がある。次にボト
ルを溶融し、卵パックなどを作るシートとすることが
現在一般的に行われている。さらに数カ所でボトルを
モノマー（単分子）まで化学的に分解し、再度ＰＥＴ樹
脂を作る工場が稼働を始めた。再生製品は純度が低い
ことによる不利を克服するものとして究極の方法であ
るが、何分設備コストが極めて高いことが最大の問題
点である。
しかし、自治体にとって最大の問題点は容器包装の
分別収集に膨大な金がかかることである。経済産業省
産業構造審議会容器包装リサイクル小委員会に提出さ
れた資料によると、分別収集をするとｔあたり14万円、
これに対し通常のゴミとして回収処分すると５万円弱
（ただしＰＥＴボトルの例、また処分場は既存として計
算）とされている。確かに容リ法に対応してその他プ
ラスチック類を分別回収している自治体は、いずれも
コストのかかることに悲鳴をあげている。近い将来に
行われる容リ法の改正に向けて各方面でヒアリングが
行われているが、費用負担させられている現状に対す
る自治体の不満は非常に大きい＊６。
こうしたこともあって、大都市ではなかなか「その
他プラスチック」の再資源化回収が進んでいない。東
京都区部を含む政令指定都市のうち、札幌、仙台、名
古屋、大阪（一部分）、広島の各都市にとどまる。そ
の理由として、大都市では前述の還元炉を導入してお
り、プラスチック等もダイオキシンなどが発生する心
配なく燃やせること、むしろ熱量を確保するために適
量のプラスチック類を混ぜないと、助燃材として重油
を吹き込むことが必要になることなどが上げられるだ
ろう。政令市のうち千葉、横浜、川崎、京都、福岡は
プラスチックも「燃やすゴミ」として収集しているの
は、こうした実態を反映していると思われる。
６．名古屋市の事例
廃棄物減量化をドラスティックになしとげた例とし
て有名なのが、名古屋市である＊７。同市は最終処分場
の不足に対処するため藤前干潟地先を埋め立てる計画
であったが、貴重な植生動物生を保護するため計画の
中断を余儀なくされ、平成11年に「ごみ非常事態」宣
言を発するに至ったものである。この当時名古屋市は
市内に十分な処分場を確保できず、多治見市など近接
地域の処分場に最終処分を委託している状況であっ
た。各処分場とも残容量に余裕があるとは言えない状
態で、地域としては他市の廃棄物を受け入れることで
自地域の最終処分が出来なくなることは望ましくな
い。従って名古屋市の処分量を極力減少させるように
処分場を持つ市町村から強い申し入れがあったであろ
うことは想像に難くない。
名古屋市がごみ減量化のために取った手法は、
①分別の徹底化、指定袋の導入
②容器包装のリサイクル（再資源化）
③瓶缶の資源回収
④事業系廃棄物のうち資源化可能な紙ごみの中間処
理施設への搬入禁止
などである。これらによって２年間で廃棄物の20万ト
ン減量（排出量の20％に相当）を目標として掲げた。
ここで「指定袋の導入」とあるのは、ごみ処理有料
化であるかというと難しい所がある。確かに名古屋の
スーパーなどへ行けば指定袋を販売している。しかし
価格は店によって区々であり、処理料金が上乗せされ
ているとは思えない価格設定となっている。
さらに、一部のスーパーは指定袋をいわゆるレジ袋
として配布するようになった。各スーパーが市に１枚
あたりいくらという形の負担をしているという情報は
入ってこないので、おそらく「指定袋」である旨の記
載について若干の認可手数料を支払うこと以外はして
いないと思われる。この制度は住民には総じて好評な
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ようであるが、環境保全を目指す団体からは批判され
ている。
要するに、「指定袋」は正確な意味での従量制有料
化ではない。ちなみに他の市町村でも指定袋制度をと
っている例は多く、愛知県の例では87市町村のうち76
が可燃ごみについて指定である。残り10市町村も推奨
や指導を行っており、全く関与していないのは１町だ
けである。指定袋は、主に焼却炉の性能の問題から袋
自体の燃焼カロリーを下げるために行われてきたもの
であり、排出者負担という意味での有料化とは切り離
して考えるべきものであろう。
名古屋市は本格的な従量制有料化制を導入するか否
かをかなり検討したようであり、平成11年に示された
方針では有料化すると記してある。ただし指定袋制の
ままでも目標を大きく上回る25万トン（事業系を含み
平成９年100万トンに対し平成13年には75万トンまで
減少した）の減量効果を上げたこと、有料化しても市
財政に寄与する割合は大きくなく、一部世帯の除外等、
事務量の増加に見合うだけの減量が期待できないこ
と、さらに一般市民からの反対もかなり強いことなど
から、本格有料化は当面見送られている状況である。
もう少し名古屋市の事例を見ていこう。名古屋市が
他に類を見ないほどの減量化に成功したのは、危機宣
言（緊急事態宣言）を行い、詳細な分別化を行うこと
によって市民の協力を得られたことが大きい。資源の
回収対象であるビン・カン・古紙などを除き、それま
で３区分程度であった分別を一挙に17区分とした。こ
のことによる混乱は大変なもので、市の担当部局はほ
ぼ24時間体制で市民からよせられる質問に対応したと
伝えられている。特に容リ法対象のプラスチックとそ
うでないプラスチックの仕分けの説明は困難を極め－
例えばＰＥＴボトルは容器がＰＥＴ、ラベルとふたは容
器包装プラスチック、さらに同じラップでも店でくる
んであるのは容器包装、家庭で電子レンジ用にくるん
だのは燃えないゴミなど－またせっかく分別して出し
てくれても洗浄が不十分でリサイクル業者から受取を
拒否されたりなどの事態も発生したという。
しかし名古屋市の問題点は、市が指摘するように容
リ法自体が持っているさまざまな矛盾に起因すること
もさることながら、総排出量が増加していることにあ
る。家庭・事業所が排出する「資源ごみ」の増加は一
般ごみの減少分を上回っている。すなわち「処分場不
足に対処するため」であるならば所期の目的を達した
ことになるが、現在の容リ法に基づく「再資源化」が
どのようなものであるかを考えると、全体としての環
境負荷を減少させたとは必ずしも言えない部分がある
のではなかろうか。
端的に言えば、「資源ごみ」のリサイクルにはかな
り費用がかかっている。名古屋市のレポートにも触れ
てあったが、㎏あたり処理処分コストは通常であれば
80円程度であるのが、容器包装プラの場合は200円を
超えているという。確かに再分別施設を作り、数十人
の労働者によってプラ以外、汚れているもの、回収対
象以外のプラなどを手作業で除去する必要がある。こ
うしないと次年度以降リサイクル業者が引き取らな
い。さらに分別されたプラを圧縮し束ねる作業が必要
だが、このプレス工程にともなって有害ガスが出るお
それがあるというので住民の反対にあい、リサイクル
を実現できていない自治体もある。
７．日野市の例
日野市は東京近郊、人口17万人余のベッドタウンで
ある。平成12年12月からごみ処理の有料化を導入し、
50％以上の減量に成功したとして有名になった＊８。た
だし52％の減量を達成したというのは、ごみ処理量、
すなわち排出量から資源化量を差し引いたものが前年
同月比の平均で半減したということであって、年間の
数値ではない。
日野市がゴミ減量に向けて動いたのは、東京都自治
調査会の調査で
①東京都市町村（23区を除く）の中で最悪の再資源
化率であった
②不燃ゴミの量が最も多かった
という不名誉な記録を打ち立てたこと、また東京都下
の市町村が共同で保有管理している日の出最終処分場
への持ち込み量が割り当てを超過し、追徴金を取られ
たことなどが大きな理由であった。市はこのことにつ
いて大きなキャンペーンを張り、市民の間ではかなり
危機感が高まった様子がうかがわれる。
市が平成12年12月から取った方策は、
①有料化の導入
②回収方法をダストボックスから個別方式へ（責任
の明確化）
③集合住宅で排出場所の調整
④ごみ「監視」制度の導入
などである。名古屋で導入されたその他プラの分離回
収は行わず、スチロールのトレーとプラスチックボト
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ルのみを回収している。容リ法によるその他プラを回
収するにはコストがかなりかかること、そこまでしな
くても充分減量出来るめどがたったことなどが主な理
由であろうと推定される。
なお、日野市の指定袋は40褄で１枚80円、事業用の
場合は１枚300円と他地域に比べかなり高額である。
ただし各種の補助措置があるため、市民から高すぎる
という苦情はそれほどないという。そして袋の販売収
入は４億３千万円、清掃事業費の15％に達している
（平成14年度）。平成13年度、つまり有料化導入時は前
年比10億円以上の事業費増になった。これは有料化対
策にほとんどあてられた。しかし14年度にはほぼ平年
並みの水準に戻している。つまり制度が出来てしまえ
ば、例えば低所得者等への優遇措置のみが必要で、設
備等の追加費用は必要ないということである。市民１
人あたりの事業費は他市に比べてかなり低くなっている。
市民アンケートでは、ゴミ減量化に最も寄与したの
は有料制40.6％、ダストボックス廃止21.6％、資源回
収方式変更14.4％、戸別回収9.7％などとなっており、
有料制の導入だけによるものではないと指摘されている。
また有料制を導入した結果、紙類が資源化されたた
め「燃えるゴミ」の中で調理くずの占める割合が非常
に多くなった。残飯を加えると全体の60％以上になる。
これにどう対処するかが議論になり、市としてリサイ
クルすべきであるという意見もあったようだが、結局
市民個人のレベルで減少させ、あるいはコンポスト化
などを行うことが望ましいという結論を得た。
もう一つの問題点はやはりプラスチック類である。
他市と同様に自治体が分類収集を行うという体制が不
合理であるという指摘があったが、地域として製造者
責任をどう追及すべきかはまだ良く見えていない状況
のようである。
制度を変えてから４年が経過したが、一時大きく減
った排出原単位は再び増える傾向にある。特に不燃ゴ
ミの増加が著しく、容リ法によるその他プラを回収し
ない影響が出てきているのではないかと思われる。
８．まとめ
各地の事例に見るように、ゴミ処理の有料化は、少
なくとも現在行われている程度の価格設定では、やら
ないよりはましであるものの、それほど大きなゴミ減
量効果は期待できないという結論になりそうである。
日野市の事例をどう見るかという反論があり得るが、
そこで削減されたのは主に生ゴミと紙類であり、コン
ポスト化や古紙回収などの徹底を図ったことによる影
響が大きいのではないかと思われる。むしろ名古屋市
の例に見られるように、危機意識をあおり、再資源化
させる方が有効であるように思われる。ただし処理量
削減のためには再資源化が有効であるものの、現在の
容リ法運営にはさまざまな問題点がある、特に自治体
には財政面で大きな負担となることも判明している。
しかし、処理量と再資源化のための回収量自体は、
多少の変動はあるものの近年ほとんど減っていない、
むしろ増加傾向にある点に注目する必要がある。すな
わち容器包装等の不用物が家庭から多量に出てくるし
くみはあまり変わっておらず、不用物が「資源ごみ」
と名前を変えただけというのはいい過ぎだろうか。プ
ラスチックの（あるいは金属・ガラスの）容器包装を
大量に使い捨て、それを「リサイクル」させることに
よって「地球環境にやさしい」としているのは、ちょ
っと違うような気がする。
循環型社会形成の目的は、資源の枯渇によって人類
の生活が脅かされることがないようにする所にある。
これはある意味でゴミ処理を含む環境管理の、いわば
上位命題である。そして当面枯渇が予想されるのは化
石燃料、つまり石油石炭である。他の資源はエネルギ
ーを投入すればどのようにも「リサイクル」すること
が出来るが、エネルギーだけは生み出すことは出来な
いからである。
従って、この視点からすればワンウェイ容器－リサ
イクルという方策よりも、リターナブル容器を洗って
リユースつまり再利用することの方が、はるかに消費
エネルギーが少なくてすむ。ただしこれは人件費がか
かるからコスト最小にはならない。つまり理想的には、
最も総エネルギー消費の少ない消費・生活様式が、最
も安価であるように価格政策を設定すればよいことに
なる。現状の供給者に対する負担要求は、少なくとも
リターナブル容器への移行がほとんど見えない所を見
るとまだ十分ではないのではなかろうか。清涼飲料水
等の生産者は、ＰＥＴから容リ法の負担が少なくてすむ
アルミ缶や紙容器に転換しつつあると伝えられるが、
エネルギー的に、つまりＬＣＡ（ライフサイクル・コ
スト・アセスメント）では、どちらが有利なのだろう
か。ある研究＊９によると、ガラス瓶を５回以上リユー
スすると紙容器に並び、ペットボトルと缶はリサイク
ルしてもリユースに及ばないという結論が出ている。
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一方でＰＥＴよりもＬＣＡ的には負担の大きいワンウェ
イボトル（使い捨てのガラス瓶）が用いられるように
なっているということは、政策的な負荷のかけ方が若
干間違っているのではないかと思われる。
結局、入ったものはゴミとなって排出されることに
なる。消費者に入る、あるいは押し込まれるものがな
るべく少なくなるようにしないと、本当の廃棄物減量
化－循環型社会の構築にはならない。使い捨てにされ
る容器包装を使うことに経済的ペナルティを科すのは
良いが、そのような容器包装を使わなくてもすむとい
う選択肢がないと完全ではない。プラスチックを溶解
し、あるいはモノマーまで分解して再度製品化するリ
サイクルをするのには石油、あるいは原子力エネルギ
ーが必要だが、容器包装を使わない生活、少なくとも
使い捨てにしない生活は「人間のエネルギー」があれ
ば足りる。ある意味では人間のエネルギーは再生可能
なものであり、いくら使っても地球環境に与える負荷
は極めて少ないのである。
〈注〉
＊１　長岡市、長岡市一般廃棄物処理基本計画、2001.3
＊２　JICA National Water Resources Study Malaysia,
sectral report 14 1983.3
＊３　環境省、ごみ処理の概要　平成13年版、2004.3
＊４　碓井　健寛、有料化によるごみの発生抑制とリ
サイクル促進効果　企業会計研究、2003.3
＊５　財団法人東京市町村自治調査会、ＬＣＡとコスト
から見る市町村廃棄物処理の現状、2003.3
＊６ 環境省、一般廃棄物の排出および処理状況等
（平成13年度実績）、2004.3
＊７　名古屋市、名古屋ごみレポート各年版、03年版
は2004.3
＊８　日野市、日野市ゴミゼロプラン、2002
＊９　容器間比較研究会、ＬＣＡ手法による容器間比較
報告書、2000.5
〈その他参考文献〉
社団法人全国都市清掃会議、都市清掃　56巻256号
～57巻257号、2003.12
安井　至、市民のための環境学ガイド（http://www.
yasuienv.net/）
ＰＥＴボトルリサイクル推進協議会、ＰＥＴボトルリ
サイクル年次報告書2003
笹尾　俊明、廃棄物処理有料化と分別回収の地域的
影響を考慮した廃棄物減量効果に関する分析、廃棄
物学会論文誌　2000
